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表れている．アメリカの GDP の推移は，日本や中国の GDP の推移と比較して持続的な成
長をもたらしている．日本は 1980 年代後半から 1995 年まで順調に増加したが，それ以降，





































































年代 大企業の役割 技術革新の担い手 研究開発 特許などの知的資産の役割
-1920 サービス業的 個人発明家 外部化 売る
1920-1980 製造業的 大企業の中央研究所 内部化 自社で作る
1980- サービス業的 ベンチャー+大学 外部化 交換し合う
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② DWPIデータベースによる IPC分類の調査方法 
DWPI レコードに基づく，IPC 分類付与の状況を把握するために，DWPI データを出力
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1) 統計処理結果から 2001 年の iPod の誕生以降，製品リリースのタイミングにあわせて出
願件数を徐々に増加させていることがうかがえる． 
2) 特に i-Pod touch の誕生前後（2006-2007 年）では，それまで US 出願が中心だったア


























































WO 5 18 17 8 17 34 11 36 55 56 207 202 174 0
EP 5 17 33 10 21 35 12 49 68 67 221 241 176 0
US 142 122 110 98 149 198 217 258 296 421 653 734 227 21








































公開資料 9 8 16 8 25 27 33 43 13 6
登録資料 2 2 3 0 5 3 2 0 0 0






































図 14：JP 特許出願年毎の出願件数推移 ※2000 年から 2010 年 6 月までの特許出願件数を掲
載．各特許の出願日を基準としてカウントした．※ATMS データベースを利用した特許出願件










3478 件の DWPI レコードに基づく IPC 付与傾向ついて述べていくこととする． 




































上記のセクション別の傾向から特に G セクション，H セクションを抽出し，さらに詳細
を述べることとする． 
サブセクション G06（2768 レコード）については，「計算，計数」に関する分類であり，






















































































































































































































図 21：IPC 付与からみた傾向と技術集中 
 
第2項 アップル社の近年の特許出願動向分析 
DWPI データベースから 2010 年に番号が付与された特許について詳細分析を行った． 
DWPI レコードによる 2010 年番号付与された資料 371 件の傾向を下記に示す．この結果
から，スマートフォン端末関連技術がもっとも多く（74 レコード），次に MAC に関連した
技術（43 件）が抽出された．また，その他の技術ではタッチパネル系の技術にも積極的に
出願を行っていることがうかがえる． 
※DWPI レコード，2010 年番号付与資料，371 レコードについて資料整理実施． 






















































1 3 3 3 3
3 3 2 1
2 6 8 1
1











この結果から，US（54 レコード），WO（31 レコード），EP（17 レコード），AU（12
レコード），AU（12 レコード），JP（10 レコード），KR（8 レコード）等が抽出された． 
特にスティーブ・ジョブズの特許は米国出願だけでなく WO 出願も多く，1 レコードに
おけるファミリー数は，2.81 カ国存在することがわかった．これは後述するグーグル社（1
レコードあたり 3.05 カ国）に迫る比率である．またアップル社全体（1 レコードあたり 1.69






































発明の名称：Advertisement in Operating System 
1. A computer-implemented method for operating a device,
the method comprising:
disabling a function of an operating system in a device;
presenting an advertisement in the device 
while the function is disabled; and








よる端末操作と記載されている．請求項 1 はあいまいなクレームとなっている． 
JOBS特許の内容の紹介
US 7479949：タッチスクリーンディスプレイ端末の特許出願
発明の名称：Touch Screen Device, Method, and 
Graphical User Interface for Determining Commands by Applying Heuristics 
本特許は、総ページ数358ページにも及ぶ特許である。
1. A computing device, comprising:
a touch screen display;
one or more processors;
memory; and
one or more programs, wherein the one or more programs are stored in the memory and configured to be 
executed by the one or more processors, the one or more programs including:
instructions for detecting one or more finger contacts with the touch screen display;
instructions for applying one or more heuristics to the one or more finger contacts to determine a command for the 
device; and
instructions for processing the command;
wherein the one or more heuristics comprise:
a vertical screen scrolling heuristic for determining that the one or more finger contacts correspond to a one-
dimensional vertical screen scrolling command rather than a two-dimensional screen translation command;
a two-dimensional screen translation heuristic for determining that the one or more finger contacts correspond to 
the two-dimensional screen translation command rather than the one-dimensional vertical screen scrolling 
command; and
a next item heuristic for determining that the one or more finger contacts correspond to a command to transition 
















2) 特に iPod touch の誕生前後（2006-2007 年）では，アップル社の特許出願が増加して
いることが明確となった． 

















日本意匠登録出願 0 0 0 1 6 11 18 35 33 18 0






















1) 2003 年以降に iPod の筐体に関係する技術を中心として意匠登録出願を実施している． 











































































IPC 分類別の傾向から特にメイングループ G06F1-G06T17 を抽出し，さらに詳細を述べ
ることとする． 












IPC 分類別の傾向から特にメイングループメイングループ H04B1-H04Q11 を抽出し，さ
らに詳細を述べることとする． 
メイングループメイングループ H04L1（301 件）が多く抽出された． 
特に H04L9（199 件）については，「安全な通信技術」に関する分類である．その他のメ









1) GO6F1 系が最も多く出願されている． 
2) G06F3，G06F9，G06F12，G06F13，G06F17 系が G06F1 系についで多く出願されて
いる． 
3) G06F 系の統計結果からデータ処理関連全般の特許出願が多く，OS 関連の特許出願や
プログラム関連の技術が一定の集中を見せながらも幅広く出願されていることが伺え
る． 
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1)世界 41 特許発行機関からの特許を収録 
DerwentWPI は 41 の特許発行機関からの約 1,450 万件以上の発明を収録しており，これ













































































































































































































 ATMS は，日本特許を対象とした特許データベースである． 
 EPFULL は，欧州特許を対象とした特許データベースである． 
 PCTFULL は，国際特許を対象とした特許データベースである． 












IPC 分析：DWPI データベースを使用． 
調査期間：1997 年発行資料～2010 年 8 月時点発行資料 
・意匠分析 
出願件数推移：IPDL データベースを使用 




IPC 分析：DWPI データベースを使用． 





IPC 分析：DWPI データベースを使用． 
調査期間：1997 年発行資料～2010 年 11 月時点発行資料 
第2節 グーグル社の特許情報 
第1項 グーグル社の特許出願にみる特許出願傾向分析 
本調査（1120 件の DWPI レコード分析）を実施した結果下記に説明する．ここでは特許
情報から技術集中の外観を把握する． 
第2項 グーグル社の特許出願にみる特許出願傾向分析 
本調査（1120 件の DWPI レコード分析，各データベース統計処理等）を実施した結果下
記に説明する． 
① 調査方法 














グーグル社の WO，EP，US に対する出願推移の傾向ついて述べていくこととする． 
グーグル社が実際に出願したのは 1997 年ごろである．その後，2003 年を境に急激に特
許出願数を増加させている． 
特にその中でも顕著なのが WO 出願である．2002 年の段階では WO 出願は 0 件であっ






































WO 0 0 0 0 0 0 8 57 86 118 143 153 131
EP 0 0 1 0 2 2 24 63 99 124 150 156 108
US 1 0 0 17 9 10 88 110 110 113 150 138 80






















1120 件の DWPI レコードに基づく IPC 付与傾向ついて述べていくこととする． 





































上記のセクション別の傾向から特に G セクション，H セクションを抽出し，さらに詳細
を述べることとする． 
サブセクション G06（1031 レコード）については，「計算，計数」に関する分類であり，

















































































































































































































































































































② アップル社とグーグル社のサブセクション G01-H05分野別の比較 
アップル社とグーグル社のサブセクション A-H 分野別のレコード数を比較すると，両者







































































































































































































































































































































































































が上昇傾向にあるといえる．2005 年度の売上高と 2009 年の売上高を比較するとおおよそ 4
倍程度増加していることがうかがえる． 




























































・1997 年以降：imac,ipod-iTunes 等の商品開発を実施． 



















































































ソフトの OS である Windows ではなく，アンドロイド OS や iPhone に搭載されている iOS











































特にアップル社のプラットフォームから簡単に分析すると，iPod と iTunes モデルの成功
から技術を応用し iPhone 端末が完成した．また，その後，Macbook air，Mac，Mac mini
等の製品開発を通して，iPad が生まれた． 
自社のコアテクノロジーの明確な定義づけと急所技術の見極めで製品面での競争優位性


























































































































































⑤ アップル社の iPhone端末の製品設計 
アップル社の iPhone の製品設計からどのような構成部品が iPhone には搭載されている
のかを明確にする．日経エレクトロニクスのデータでは，ほとんどの部品がアップル以外
のデバイスメーカーによって構成されている．日本勢では，NAND フラッシュメモリで東




























































原告アップル社と被告 HTC 社の訴訟 
現在，原告アップル社と被告 HTC 社の事件番号を下記に示した．現在，原告アップル社，
被告側 HTC 社となっている訴訟は 4 件挙げられる（2010 年 8 月 23 日時点での情報）．裁
 88 
判所がデラウェア州連邦地方裁判所のものが 3 件，国際貿易委員会（ITC）が 1 件存在する．
提訴日は，2010 年 3 月 2 日，2010 年 4 月 6 日，2010 年 6 月 21 日となっている． 
 












































技術（5 件），アプリケーション連携技術（5 件），ネットワーク関連技術（2 件），ハードウ
ェア（データ転送，プロセッサ，センサー）関連技術（3 件），GUI 関連技術（2 件）の特
許群であった．この特許群からはビジネスモデル関連特許は存在しなかった． 
 また，GUI 関連特許の一部にはスティーブ・ジョブズの特許が存在した（US7479949 号）．

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































アップル社の対抗策1: その他端末関連特許群で交戦 → 端末-クラウド分野への進出の徹底阻止
アップル社の対抗策2: iTunes関連特許と端末連携の保有特許から交戦 → 自社ビジネスモデルの優位性を保持





































































































































図 78：任天堂社のメイングループ H04B1-H04Q11 分類別の分類付与件数（※複数分類が付与
されている場合は重複カウントを実施している） 
 
 
